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令和5年度6月補正予算の概要 福岡県議会 若返り若返り
4月の県議選では20代の議員2名を
含む23名が初当選。50歳未満の議員
も23名から33名に増え、若返りが進
んだ印象です。また女性議員は9名から13名に増えたものの国際
水準には到底及びません。前任期中は副議長を拝命し、若輩なが
らご意見番的な立場に立たされることもありました。とはいえ
40代の働き盛り、皆さんの声を丁寧に伺い、多様な意見が県政に
反映されるよう努める所存です。

1.県政推進の基本姿勢について
❶物価高対策について
❷スポーツにおけるジェンダー平等への取組について
❸カスタマーハラスメント対策の強化について

2.福岡空港の利便性の向上について

3.生成AIの取扱いについて

4.新型コロナウイルス感染症対策について

5.人口減少社会に伴う外国人労働者の雇用問題について

6.豪雨に対する災害軽減への取組について

7.教育問題について

8.世界水泳福岡大会について

問県が実施した物価高騰対策が本県経済に及ぼした
　影響について
答県では国の施策と併せて、エネルギー価格や物価高騰の影響を受ける事業者等が
事業活動を継続できるよう
●プレミアム付き地域商品券の発行支援
●地域公共交通の燃料費の上昇分への支援
●県民生活に密着したサービスを行う医療機関や介護サービス事業者等に対する
  光熱費等の支援
●畜産農家に対する飼料代の支援
などを行ってきた。
交通事業者や医療機関、農業者などからは、価格転嫁が難しい中、事業を継続する上
で助かったといった声を聞いており、物価高騰等による県民生活や経済活動への影
響を緩和することができたと考えている。

■6月補正予算の主なもの
●低所得のひとり親世帯に特別給付金を支給 ……………… 6億6,337万5千円
●医療・福祉・教育施設等へ電気代等の上昇分支援 ……… 62億2,161万1千円
●特別高圧で受電する中小企業へ電気代上昇分を支援…… 46億6,721万8千円
●LPガス使用世帯・事業所へのガス代上昇分を支援 …… 30億5,631万8千円
●畜産・酪農家の経営継続支援 ……………………………… 20億4,653万6千円
●高病原性鳥インフルエンザ対策 …………………………… 2億1,482万6千円

代表質問

代表質問の内容 概　要

進む令和5年度6月補正予算の概要

4月の改選後初となる6月定例会は、6月6日（火）～23日
（金）までの18日間の会期で開かれました。開会日に知事
から38件の議案が提案されました。6月の補正予算は、
3月28日の新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価
高騰対策予備費使用の閣議決定をふまえたもので、一般
会計で約167億6,900万円です。
早期の議決を要する議案（1人親世帯への児童1人あたり
5万円給付）などは、開会日に所管の常任委員会での審議
の後に、本会議場で採決をされました。代表質問、一般
質問、各常任委員会での質疑を経て、他の議案も閉会日の
23日に本会議で可決されました。

4月の改選後初となる6月定例会は、6月6日（火）～23日4月の改選後初となる6月定例会は、6月6日（火）～23日4月の改選後初となる6月定例会は、6月6日（火）～23日
（金）までの18日間の会期で開かれました。開会日に知事（金）までの18日間の会期で開かれました。開会日に知事（金）までの18日間の会期で開かれました。開会日に知事

福岡県議会議員4期目スタート
「警察委員会」所属になりました
引き続き、地域のために
頑張って参ります

2023年6月 定例会概要



問扶養内労働者のいわゆる「所得の壁」について
答「所得の壁」により、企業における労働力不足の要因ともなっている
と認識している。先日発表された国の骨太方針の原案では、この「所得
の壁」について、「当面の対応として被用者が新たに106万円の壁を越
えても手取りの逆転を生じさせない取組の支援などを本年中に決定し
た上で実行し、さらに制度の見直しに取り組む」とされた。県では、「所
得の壁」の緩和に向け、「就業者の多様な属性に配慮しつつ、働く女性の
意欲を促進し働き方やライフスタイルの選択を阻害しない制度となる
よう、税制や社会保障制度等」の見直しを続けることについて、提言を
行ったところである。引き続き、全国知事会を通じて働きかけていく。

問中小企業の価格転嫁の円滑化と物価上昇に
　負けない賃上げに向けた取組について
答福岡市内で開催された官民労23団体の共催による「取引適正化推進
フォーラム福岡大会」では、「パートナーシップ構築宣言企業の拡大」、
「適正価格による取引の徹底」等を重点的に推進することについて、各
団体のトップが共同宣言を行い、広く発信したところである。今後は、
国に対し、下請Ｇメンによる実態把握や産業界への働きかけなど、価格
転嫁の円滑化に向けた取組の継続と、賃上げ導入企業に対する各種補
助金の優遇措置拡充を要望していく。

問次期福岡県スポーツ推進計画における
　女性のスポーツ活動の推進について
答現状を踏まえ、令和2年4月に制定した福岡県スポーツ推進条例で
は、基本的施策の一つとして、「女性のスポーツ活動の推進」を掲げて
おり、重要な課題の一つと認識している。次期推進計画の策定に
あたっては、条例に掲げる事項をどのように盛り込むべきか、福岡県
スポーツ推進審議会の委員の皆さまにも意見をいただきながら検討
を進めていく。

問アスリートの盗撮被害防止対策について
答県が主催するスポーツ大会においては、水泳競技で盗撮被害が発生
しており、これを受けて事前に申請を行った市町村及び報道機関に限
り撮影を認めることとし、保護者やチーム関係者の撮影であっても認
めていない。また、広報の腕章やビブスを着用の上、撮影をするといっ
たルールを設けている。併せてスタッフが会場を巡回し確認している。
水泳以外の競技では、ビブス着用としている以外、撮影制限は行ってい
ないが、スタッフによる見回りの強化や、盗撮は犯罪となることを啓発
するプラカードの提示など、盗撮行為の抑止策を検討し、選手が安心し
て協議に集中できるよう取り組んでいく。

問企業における
　カスタマーハラスメント対策について
答今後、国とも連携し、企業への個別訪問や説明会において、公開して
いる動画の視聴を促すことで、社内対応ルールの設定や従業員の相談
窓口の設置といった、カスタマーハラスメント対策の更なる導入促進
を図っていく。
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民主・県政クラブ県議団
パナソニックの創業者である松下幸之助氏
が設立した人材養成機関

1979年　8月17日福岡生まれ（43歳）
2003年　日本大学法学部政治経済学科卒業
2009年　公益財団法人　松下政経塾卒塾

・NTT労組政策議員
・連合福岡議員懇談会　監事
・福岡市西消防団　今宿分団
・JA福岡市　正組合員

【県議会での活動】

【その他の活動】

2009年　衆議院議員（元内閣総理大臣）秘書
2009年　株式会社PHP総合研究所 特別研究員
2011年　福岡県議会議員初当選（31歳）
2015年　福岡県議会議員2期目当選
2019年　福岡県議会議員3期目当選
2023年　福岡県議会議員4期目当選

・第84代福岡県議会  副議長 ・福岡県タイ友好議員連盟   会長
・警察委員会 ・子育て支援・人財育成調査特別委員会   委員長

・福岡青年会議所 OB
・日本大学スポーツ競技部 情報戦略担当
・立憲民主党福岡県連幹事長
【家族】妻・長女
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パナソニックの創業者である松下幸之助氏
が設立した人材養成機関

2003年　日本大学法学部政治経済学科卒業
2009年　公益財団法人　松下政経塾卒塾

【県議会での活動】
・第84代福岡県議会  副議長 ・福岡県タイ友好議員連盟   会長
・警察委員会 ・
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活動 T O P I C S

鶏インフルエンザの現場で意見交換と
県・市職員の激励

森林保全活動をしているNPOの皆さんと意見交換

中嶋玲子議員・東峰村村長と豪雨災害の視察 タイ友好議連会長としてタイフェスティバルに出席

北九州・白野江の廃校活用の取り組みを視察 小呂島の現状について意見交換と島のPR活動

問外国人労働者の雇用問題；本県内に就労ビザを
　取得し、在留する外国人労働者の人数など
答令和4年12月末現在、就労目的の在留資格を持つ外国人労働者の方が2万
9,419名いる。在留資格別では、「技能実習」1万2,172名で最も多く、次いで
「技術・人文知識・国際業務」7,546名、「特定技能」5,134名となっている。特
定技能1号の方が住民登録している自治体は、多い順に福岡市、北九州市、久留
米市となっており、この三市で42.3％を占めている。さらに、福岡市では、「飲
食料品製造業」に就労される方が多く、北九州市や苅田町では「産業機械等製造
業」、久留米市や朝倉市では「農業」に多い。

問外国人材の確保等のための
　実践的なプラットフォームの整備について
答県では、外国人に係る労働環境や生活環境の整備を促進するため、県、国、市
町村、地域国際化協会、介護・福祉、建設業などの事業団体、行政書士会、社会保
険労務士会等60団体で構成する「福岡県外国人材受入対策協議会」を設置して
いる。協議会には、「相談窓口部会」、「日本語教育部会」、「労働環境部会」の３つ
の専門部会を置いており、例えば相談窓口部会では、市に寄せられた相談につ
いて、出入国在留管理局と連携して問題を解決するなどの好事例が生まれてお
り、それぞれの窓口での対応能力向上につながっている。また、労働環境部会で
の議論を踏まえ、県では、外国人材受入好事例集を作成して経済団体や事業団
体等に配布するとともに、県ホームページで公開し、企業への意識啓発を行っ
ているところである。


